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平成平成平成平成２２２２１１１１年度年度年度年度のののの財政運営財政運営財政運営財政運営    

    

平成２１年度の本市当初予算は、「北近畿をリードする創造性あふれるまち」を標榜し

「未来に向かって羽ばたく礎を築く予算」と位置付けて、環境エネルギーの保全・農林業

の振興・福祉の向上・教育の充実など、諸施策を厳選して推進するとともに、「第４次行

政改革実施計画」集中改革プランに基づき、人件費の削減や事務事業の見直し、公債

費負担の軽減等に引き続き取り組むこととし、健全な行財政基盤を積極的に構築するこ

ととした。 

平成 21 年度決算の歳入面においては、長引く景気低迷の影響を受け、法人市民税

が大幅に減少したのをはじめ、堅調に推移してきた固定資産税が地価下落の影響を受

け減少に転じるなど、市税総額では対前年度 ８億７千万円の減少（７．１％減）となった。 

一方、地方交付税は、市税の減額などにより、対前年度 ９億８千万円（１０．１％増）の

大幅な伸びとなった。 

歳出面においては、ｅ-ふくちやま整備事業による全市域の高速情報通信ネットワーク

の構築を引き続き進めるとともに、（仮称）総合防災センターの用地購入など合併特例事

業の推進を図った。 

また、国の補正予算で措置された「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」などを活

用し、道路改良事業、保育園整備、学校ＩＣＴ環境整備事業など各分野においてきめ細

かな経済対策、地域活性化施策を展開した。 

さらに、財政健全化法に基づく資金不足比率改善の対応として、福知山駅周辺土地区

画整理事業特別会計などに対して繰出しを行った。 

こうした結果、一般会計において形式収支では約１１億円、実質収支では約７億９千

万円の黒字決算を計上することができた。
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１１１１    決算規模決算規模決算規模決算規模    

    

    

    

○ 歳入総額  ４０４億３，９２６万円（6,671 万円、0.2％の増）  

（数値は万円未満を四捨五入。()内は前年度増減） 

歳入総額は、４０，４３９，２６３，３８８円と前年度に比べ６６，７１１，１３８円の増とな

った。 

主な特色は、急激な景気悪化を受けて市税が大幅に減収する一方で、地方交付

税、臨時財政対策債の大幅増により一般財源は総額では約５億１千万円増加した。 

また、国の緊急経済対策事業や総合防災センターをはじめとする合併特例事業

の実施に伴い事業実施に必要な財源を確保したため、府支出金、市債等の特定財

源も増加している。その一方で、財政調整基金や減債基金からの繰入金を極力抑

制し、財政健全化に努めた。 

 

市税 １１４億７，８８８万円（8 億 7,386 万円、7.1％減） 

・個人市民税 ３５億２，９１７万円（8,446 万円、2.3％減） 

・法人市民税 １１億５，９３４万円（6 億 1,444 万円、34.6％減） 

景気低迷による個人所得の減、法人税割減 

・固定資産税 ５７億７，８７２万円（1 億 4,096 万円、2.4％減） 

評価替により土地、家屋減、設備投資低調による償却資産の減 

・たばこ税  ５億５，８１４万円（3,245 万円、5.5％減） 

地方交付税 １０６億６，８６３万円（9 億 8,143 万円、10.1％増） 

･普通交付税 ９４億１，６１２万円 （9 億 7,261 万円 11.5％増） 

  主な基準財政需要額の増加要因 

地域雇用創出推進費 2 億 6,236 万円皆増 

個別算定経費 5 億 1,483 万円増 

      ・特別交付税 １２億５，２５１万円 （882 万円 0.7％増） 

 国庫支出金 ４８億６，２５８万円（3 億 601 万円、5.9％減） 

・地域活性化・経済危機対策臨時交付金 ４億２，８５４万円（皆増） 

・地域活性化・公共投資臨時交付金 ２億６，８３１万円（皆増） 

・地域活性化・生活対策臨時交付金 1 億９１７万円（2 億 5,558 万円減） 

・定額給付金事業  ３億９，３０１万円（5 億 699 万円減） 

・生活保護費負担金 １０億１，５４３万円（1 億 507 万円増） 

歳入決算額  ４０，４３９，２６３，３８８円（前年度比 ０．２％増） 

歳出決算額  ３９，３３２，７５９，０２８円（前年度比 ０．４％減） 

一般会計 
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 府支出金 ２３億５，２５４万円（2 億 937 万円、9.8％増） 

・緊急雇用対策基金事業 ９，２４２万円（９，１０４万円増） 

・災害復旧事業 ５，３９９万円（皆増） 

・選挙費委託金 ５，８５２万円（5,850 万円増） 

・未来づくり交付金 １億２，６１１万円（707 万円増） 

・電源立地交付金 ７，７６０万円（3,520 万円増） 

 

 繰入金 １１億６，２７６万円（8 億 8,737 万円、43.3％減） 

・財政調整基金 １億円（2 億 4,000 万円減） 

・減債基金    ４億４，１０６万円（5 億 1,830 万円減） 

繰上償還 2 億 9,930 万円減 

石原区画会計貸付金 2 億円皆増 

市場会計貸付金 4 億 1,900 万円皆減  

・鉄道網整備事業基金 ５億１，７１３万円（4,059 万円減） 

・企業誘致促進基金 １，９０１万円（8,835 万円減） 

 

 市債  ４８億５，８７０万円（11 億 6,720 万円、31.6％増） 

・ｅ-ふくちやま整備事業(合併特例債） ８億１，０１０万円（3 億 4,530 万円増） 

・臨時財政対策債 １３億３０万円（4 億 6,250 万円増） 

・総合防災センター（合併特例債） １０億９，４８０万円（皆増） 

・武道館整備（合併特例債） 8 億 3,770 万円皆減 

 

 

○歳出総額  ３９３億３，２７６万円（1 億 4,223 万円、0.4％減） 

 歳出総額は、３９，３３２，７５９，０２８円で前年度に比べ１４２，２３３，２６０円の減と

なった。 

義務的経費では経済環境悪化に伴う生活保護費等の増により扶助費が大きく増

加した一方で、職員数削減等による人件費の減、近年の市債繰上償還により公債

費も減少となり、義務的経費全体では約３億５千万円の減となった。 

また、「ｅ-ふくちやま整備事業」や「総合防災センター」などの大型事業の進捗、災

害復旧事業などにより投資的経費は約７０億円規模となり、前年度に比して４億８千

万円増加している。 

その他では、緊急雇用事業をはじめ国の経済対策を受けて実施した各種事業に

より物件費が増加したほか、定額給付金の減などにより補助費が減少し、さらに特

別会計への健全化繰出の減により繰出金が減となったことが主な特色である。 

※ 以下、分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 
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 人件費 ７０億２，７３７万円（2 億 4,125 万円、3.3％減） 

・給料  ２６億３，２１４万円（2,610 万円減） 

・期末勤勉手当 ９億９，６２４万円（１億 2,438 万円減） 

・超過勤務手当 ２億６，００８万円（2,099 万円増） 

・退職手当   ８億６，１２１万円（1 億 3,627 万円減） 

  

扶助費 ５９億８，８５８万円（3 億 3,712 万円、6.0％増） 

・生活保護費 １３億７，６８３万円（1 億 4,701 万円増） 

・福祉医療 ２億３，７５７万円（1,530 万円増） 

・障害者支援費 ６億４，２４１万円（7,525 万円増） 

・民間保育所委託 １５億４，００４万円（2,764 万円増） 

・ふくふく医療  ４，６５７万円（566 万円増） 

 

 公債費 ５８億６，９３３万円（4 億 4,122 万円、7.0％減） 

・定期償還 ５５億５，８６５万円（１億 9,975 万円減） 

・公的補償金免除繰上償還 ３億３６９万円（2 億 3,667 万円減） 

・一時借入金償還 ６９９万円（480 万円減） 

 

義務的経費 １８８億８，５２８万円（3 億 4,535 万円、1.8％減） 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

 物件費 ４１億１，７２７万円（1 億 8,407 万円、4.7％増） 

・緊急雇用対策事業 ９，２４２万円（9,104 万円増） 

・ｅ-ふくちやま保守事業 ９，２０１万円（3,565 万円増） 

・放課後児童クラブ事業 ７，５７５万円（2,258 万円増） 

・妊婦検診拡大事業   ４，３６４万円（皆増） 

補助費等 ３３億７，１６６万円（1 億 2,766 万円、3.6％減） 

・定額給付金 ５億２，７７７万円（2 億 1,284 万円減） 

・病院事業負担金 ９億９，７８１万円（1,501 万円減） 

・税等還付金 ２億１，７０７万円（1 億 3,693 万円増） 

  

積立金 ５億４，８１９万円（1 億 5,203 万円、21.7％減） 

・鉄道網整備事業基金 １億９，０３１万円（5,553 万円減） 

・企業誘致促進基金 １，４４４万円（6,584 万円減） 

・減債基金 １，３７９万円（5,135 万円減） 
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繰出金 ５１億６，６３０万円（1 億 7,541 万円、3.3％減） 

・公設卸売市場事業 １億２，５０７万円（3 億 9,877 万円減） 

・駅南区画整理事業  １億６，１７０万円（3 億 3,530 万円減） 

・駅周区画整理事業  ２億１，０００万円（皆増） 

・石原区画整理事業  ２億円（皆増） 

・簡易水道事業    ４億２，３０６万円（9,617 万円減） 

・下水道事業      ９億９，７９８万円（1,086 万円減） 

・農業集落排水施設事業 ６億２，０００万円（1 億 2,000 万円増） 

・国民健康保険事業  ５億９，４０７万円（8,947 万円増） 

・介護保険事業  ８億７，９９０万円（6,217 万円増） 

・後期高齢者医療 ８億８，６４４万円（6,462 万円増） 

 

投資的経費 ６９億２，９１１万円（4 億 7,089 万円、7.3％増）  

○普通建設事業（補助事業） ２１億８，９２９万円（1 億 3,399 万円増） 

         ｅ-ふくちやま事業 １億５，６２７万円（2 億 9,163 万円減） 

         大江統合保育園 ２億 708 万円（1 億 2,156 万円増） 

         埋立処分場整備  ２，８７３万円（9,183 万円減） 

         寺町岡篠尾線  ３億７，０００万円（3 億 2,433 万円増） 

駅周まち交事業    ８，９５１万円（1 億 7,036 万円減） 

南陵中改修事業 ２億３，２９８万円（皆増） 

学校ＩＣＴ整備事業 1 億７，０９５万円（皆増） 

 

○普通建設事業（単独事業） ４５億５，１５４万円（1 億 4,862 万円増） 

         ｅ-ふくちやま事業 ７億１，７２９万円（5 億 1,557 万円増） 

駅周公管金事業 １億６，１５７万円（3 億 465 万円減） 

上野千原線築造 ２億４，６６０万円（2 億 3,290 万円減） 

総合防災センター１１億７，６０９万円（皆増） 

武道館建設事業   9 億 3,379 万円皆減 

    

 ○災害復旧事業  １億８，８２８万円（皆増） 

         農林施設災害    １億８８６万円(皆増) 

         公共土木施設災害  ７，９４２万円(皆増) 
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２２２２    決算決算決算決算収支収支収支収支    

昭和昭和昭和昭和４７４７４７４７年度以来年度以来年度以来年度以来３３３３８８８８年連続年連続年連続年連続のののの黒字決算黒字決算黒字決算黒字決算をををを確保確保確保確保    

急激な経済環境の悪化に伴う緊急経済対策をうけて財政需要が拡大するなか、平成２０

年度に引き続いて歳入歳出ともに４００億円前後の大型決算となった。 

歳入では市税の減収に伴う地方交付税、臨時財政対策債の大幅な伸びなどにより一般

財源総額を確保、歳出では集中改革プランの実施により経常経費の節減に努める一方で、

緊急経済対策、合併特例事業などを実施した。そのなかで基金繰入を抑制しつつ所要の

財源確保に努めた結果、実質収支で７億８，８１７万円の黒字決算を確保するとともに、実

質単年度収支についても３億６，１９０万円の黒字となった。 

　　　　区　　　　分 平成２１年度 平成２０年度 差引 増減率
歳入総額　① 40,439,263 40,372,552 66,711 0.2
歳出総額　② 39,332,759 39,474,992 △ 142,233 △ 0.4
歳入歳出差引額①－②＝③ 1,106,504 897,560 208,944 23.3
翌年度へ繰越すべき財源④ 318,334 258,791 59,543 23.0
実質収支③－④＝⑤ 788,170 638,769 149,401 23.4
単年度収支　⑥ 149,401 △ 189,168 338,569 △ 179.0
積立金（財政調整基金）⑦ 8,814 12,452 △ 3,638 △ 29.2
繰上償還金（任意）⑧ 303,689 540,361 △ 236,672 △ 43.8
積立金取崩し額（財政調整基金）⑨ 100,000 340,000 △ 240,000 △ 70.6
実質単年度収支⑥＋⑦＋⑧－⑨ 361,904 23,645 338,259 1,430.6

（単位：千円、％）

 

３３３３    基金基金基金基金残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～約約約約３３３３億億億億円円円円減少減少減少減少    

基金残高全体では、前年度比２億９，５１８万円減の６５億２，３１７万円となった。 

財政調整基金については、繰入抑制と前年度歳計剰余金積立により２億２，８２０万円増

となった一方、減債基金は繰上償還などの取崩しにより４億２，７２７万円減少している。特

定目的基金については、鉄道網整備基金を５億円余り取り崩した一方、地域振興基金の積

立などにより、前年度より９，６１１万円減額した。 

基金残高の推移
（定額運用基金・特別会計を除く）
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４４４４    市債市債市債市債残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～約約約約２２２２億億億億１１１１００００００００００００万万万万円減少円減少円減少円減少    

 合併特例事業を中心とする近年の積極的な事業投資の結果、市債残高の増嵩が懸案と

なっていることから、発行に際しては交付税措置のある起債を厳選して発行するとともに、

繰上償還の実施などにより市債残高の圧縮に努めている。 

平成２１年度末の一般会計の市債残高は４８８億６，６９８万円となり、前年度より２億１，４

２４万円の微減となったが、依然高い状況にある。今後においても計画中の合併特例事業

や交付税財源振替措置である臨時財政対策債の大幅増などの増嵩要因を有することから、

引き続き注意を払う必要がある。 

 なお、一般会計の市民一人当たり市債残高は５９８，２２２円、交付税措置を除く実質的な

市負担残高は２１５，８９３円となった。全会計では１，２５１，１７１円、市負担分６２６，５０５円

となっている。 

市債残高の推移
（一般会計）
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平成２１年度末 市債残高の状況 

市債残高（千円） 市民一人あたり残高（円）  

総残額 うち市負担分 総残額 うち市負担分 

一 般 会 計 48,866,979 17,635,681 598,222 215,893 

特 別 会 計 32,883,720 17,172,325 402,558 210,221 

企 業 会 計 20,453,720 16,369,305 250,391 200,391 

全 会 計 合 計 102,204,419 51,177,311 1,251,171 626,505 

※２０年度末全会計残高 103,865,189 52,890,659 1,265,753 644,552 
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（１）国民健康保険事業 

後期高齢者医療制度の導入による被保険者数の減少、財源構成の大幅な変動

や景気悪化に伴う保険料の減収に加え、医療費の増大により国保会計は非常に

厳しい状況にある。そのなかで前年度繰越金や一般会計及び基金からの繰入を行

うとともに、調整交付金等の財源確保に努めた結果、辛うじて黒字を確保、実質収

支は前年度より大きく落ちこみ３，０２３千円となった。 

昨年度に引き続いて特定健診・特定保健指導に取組むとともに、前立腺がん健

診及び大腸がん健診並びに妊婦歯科検診の実施やレセプト点検強化など厳しい

財政のもと積極的な事業展開を図った。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

山間へき地医療の確保を目的に、雲原診療所、金山診療所の２施設を運営して

いる。 

患者数（レセプト数）、件数（延人数）は雲原診療所で減、金山診療所でほぼ横ば

いとなっているが、診療収入は両施設ともに微増に転じた。 

その結果、実質収支は３，８７４千円の赤字となり、前年度より１，７２９千円の収支

改善が図られた。 

 

（３）と畜場費 

処理頭数は１７７頭と対前年比で６頭の増となった。経費削減に努めた結果、決

算額は１４，８７５千円で前年度より１，３４７千円の減となった。一般会計からの負担

金、繰入金等により収支は均衡している。 

 

（４）簡易水道事業 

平成２１年度より上豊富簡易水道をはじめ６簡易水道が水道事業会計に移管と

なった。そのため使用料収入は総額３６６，９４９千円で前年度比１１２，６１１千円の

減額となり、歳出決算額についても１，３２４，５２５千円で前年度比１，１３４，８４１千

円減額した。決算収支については、一般会計からの繰入により実質収支で２，０１１

千円の黒字を確保した。 

施設整備では牧川筋統合整備、額田中夜久野緊急連絡管布設、大江中央簡易

水道配水管布設（電源立地交付金対象）、遠隔監視装置整備などを実施して安定

的な給水体制の構築を図った。また公債費対策として２５５，６００千円の低利債へ

の借換を実施した。 

 

特別会計 
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（５）下水道事業 

現在の整備状況は計画区域に対する整備率 89.8％、水洗化率 95.5％、普及率

８０．２％となっており、引き続いて普及率の向上を図っている。 

平成２１年度においても下水道未普及区域の解消をすすめ、平成２１年７月をも

って本市計画に基づく汚水管きょの整備を完了した。また、浸水対策事業として内

記地区の貯留施設整備、合流式下水道の改善、終末処理場水処理施設等の改築

を行った。また、公債費対策として３２５，３００千円の低利債への借換を行った。な

お、決算収支については１４３，９５３千円の黒字を確保した。 

 

（６）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、２１年度中の売却実績はゼロであるが、

平成２１年度末現在で現在６１６１６１６１区画の売却が進んでいる。 

造成事業では周辺水害対策、防火水槽、集落道路整備などを行い、２１年度末現

在の進捗率は約８４．１％となっている。 

決算収支では前年度繰越金などにより１３，８８８千円の黒字を確保した。 

 

（７）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して初期救急の診療を行った。

特に本年度は新型インフルエンザの感染拡大により、年間受診者数は２，０７０人で

前年度比５９４人、40.2％の大幅増となった。一日当たりの平均受診者も、２９．２人と、

前年度の２０．８人を大きく上回っている。 

決算規模は２９，２５４千円となり前年度比２，６３７千円増加し、一般会計からの繰

入金１０，５０５千円により収支の均衡を図った。   

 

（８）公設地方卸売市場事業 

   平成２０年度に一般会計からの繰入と借入により累積赤字を解消、本年度は市

場機能の集約・効率化を目的に卸売棟改修や店舗新築などの公設市場活性化推

進事業に取り組んだ。 

    しかし、依然として運営面では流通消費環境の厳しさを反映し、青果部門の取扱

量は前年比９．３％減の２，２５９トン、取扱高は前年比１３．９％減の６０５，３９５千円

と厳しい成果となった。 

決算については、歳入で施設使用料は１６，８３０千円と前年度より２５１千円の微

減となった。歳出は運営効率化に取り組むなかで一般管理費は１３，５８１千円と前

年度比２，６０６千円の減となり、決算収支も１，３４０千円の黒字を確保した。 
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（９）老人保健医療事業 

平成２０年度より老人保健制度は後期高齢者医療制度に移行されたことにより、平

成２１年度の医療費は、医療機関等より請求される診療報酬の月遅れ請求分と過誤

調整による請求分等を支出している。 

決算では、国庫支出金に不足を生じたが、支払基金交付金、支払基金審査支払

手数料は超過交付となったため６，６５７千円の黒字決算となった。  

 

（10）駅南土地区画整理事業 

平成２２年度の事業完了を達成するため保留地の積極的な売却を進め、5 区画、

１９８，６９１千円の土地売払収入となった。 

決算収支は、資金不足比率の解消を図るための一般会計繰入金１６１，６９６千円

を受けた結果、赤字額は１１３，７３５千円となり単年度で３５９，２０５千円の収支改善

が図られた。また、健全化法に基づく資金不足比率についても解消された。 

 

（11）農業集落排水施設事業 

平成１９年度で計画処理区域全域の整備が完了しており、本年度は維持管理が

中心となっている（水洗化率９３．１％、人口普及率１３．１％）。 

公債費対策として５６，７００千円の低利債への借換を実施したほか、一般会計か

らの繰入や資本費平準化債等の歳入確保に努め、決算収支は２６，３５３千円の黒

字決算となった。 

 

（12）石原土地区画整理事業 

本年度において換地処分を行ったほか、街区整地を進めるなど事業の着実な進

捗を果たした。(進捗率９８.5％) また１１区画、４０，１８２千円の土地売払収入となっ

た。 

一方で、経営健全化対策として一般会計から２００，０００千円の繰入により赤字圧

縮を図り、決算収支は２，１１４，３０２千円の赤字となり、１７２，４４１千円の収支が改

善した。また、健全化法に基づく資金不足比率についても、早期健全化基準内であ

る１２．３％となっている。 

 

（13）駅周辺土地区画整理事業 

事業計画に基づき、道路及び広場の築造工事、街区の整地工事、上水道配水管

等の新設移設、物件移転等を行い事業の進捗を図った。(進捗率 91.2％) 

歳入では、保留地２区画の売却により土地売払収入は１０３，１１６千円となった。

さらに資金不足比率解消のため一般会計より２１０，０００千円の赤字解消繰入を受

け入れ、収支改善に努めた結果、決算収支は１，１４０，７３６千円の赤字となり、単



 - 11 - 

年度で２２５，８１３千円赤字幅が圧縮され、健全化法に基づく資金不足比率も解消

された。 

（14）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第４期介護保険事業計画（平成２１年度～平成２３年度）に基づく保険給付業務、

地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

歳出規模は５，８９８，５７０千円で前年比２７２，１１５千円の増となり、決算収支に

おいても８５，５４５千円の黒字を確保した。 

②サービス事業勘定 

介護予防に係る居宅支援サービス計画を作成した。 

歳出規模は２２，９４２千円で前年比１，０５８千円の増となり、決算収支においても

６，４４５千円の黒字を確保した。 

 

（15）河守土地区画整理事業 

事業計画に基づき、区画整理地内道路の順次完成に併せ街区整理を行った。こ

のほか、関連事業による公共施設整備の進展に伴い、京都府・市からの公共施設

管理者負担金を主な財源として物件の移転補償を進め、事業の進捗を図った。（進

捗率 ９２．１％） 

土地売払収入は 9 区画８，５８２千円となり、決算収支は４６，０１４千円の黒字を確

保した。 

 

（16）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び当該財産の管理を行った。決算規模は

前年度並みの２０１千円となり、基金繰入により収支均衡を図った。 

 

（17）後期高齢者医療事業 

後期高齢者医療事業は府内の全ての市町村が加入する京都府後期高齢者医

療広域連合が主体となり市町村と事務を分担し運営を行なっている。 

市では、広域連合と連携して保険料の徴収、給付申請等の受付、健康診査事業

などを行なっている。 

本年度の歳出決算は１，５９９，１８９千円、前年度比１２５，８８０千円の増、決算収

支は１８，０５５千円の黒字となった。 
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経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率        ９９９９００００．．．．５５５５％％％％        ～～～～前年比前年比前年比前年比２２２２．．．．４４４４ポイントポイントポイントポイント改善改善改善改善    

 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度２．４ポイント改善し、９０．５％なった。 

 歳入では市税収入が減収となったものの、普通交付税及びその財源身替である臨時財

政対策債が税収減を上回る伸びとなり、経常一般財源は前年度比で５億１，３７０万円増加

した。 歳出面では、扶助費・物件費等が増加したものの、人件費、公債費等の圧縮により、

経常経費充当一般財源は前年度比８，５５７万円の減となり、近年上昇傾向にあった経常

収支比率は一定改善が図られた。 

経常収支比率の推移
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財務指標 

 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合一般会計及び

休日急患診療所費特別会計が対象となる。 
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健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率のののの状況状況状況状況    

  健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率はははは全全全全てててて早期早期早期早期健全化健全化健全化健全化基準基準基準基準以下以下以下以下。。。。資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率もももも解消解消解消解消のののの方向方向方向方向。。。。        

平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により新

たに創設された地方公共団体の財政の健全性を判断するための４つの指標を総称し

「健全化判断比率」という。 

各指標のいずれかが総務省の示す「早期健全化基準」を超過した場合、当該年度末

までに「財政健全化計画」を定めなければならず、さらに「財政再生基準」以上であ

る場合には「財政再生計画」を定めて赤字再建団体となる。また、公営企業について

は、資金不足比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基準を超え

た場合、経営健全化計画を定めなければならないこととされている。 

平成２１年度における本市の健全化比率は、４指標いずれも早期健全化基準以下で

あった。赤字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体では

黒字決算であるため非該当であり、③実質公債費比率は公債費の減と交付税の増等に

より前年度より改善した。⑤将来負担比率についても市債残高の減、交付税等の増に

より改善を果たしている。 

また、公営企業等の資金不足比率についても、赤字会計への財政支援繰出などにより

石原区画整理会計を除いてすべてゼロとなった。（石原会計も早期健全化基準内） 

健全化判断比率は文字どおり歳入歳出のバランスが重要であり、特に交付税等の一般

財源と公債費の増減が指標悪化に直結する。特別会計の健全化とあわせ、これらの動向

に注意を払う必要がある。 

        

●●●●健全化判断比率（４指標）        ※下段(）書きは平成 20 年度数値                        （単位：％）    

  
① 実質赤字 

比率 

②連結実質 

  赤字比率 

③実質公債費 

  比      率 
④将来負担比率 

- - 14.9  175.4  
福知山市 

(-) (-) (16.1) (186.0) 

12.19  17.19  25.0  350.0  
早期健全化基準 

(12.23) (17.23) (25.0) (350.0) 

20.00  40.00  35.0  
財政再生基準 

(20.00) (40.00) (35.0)   

 

⑤資金不足比率 （Ｈ20～21 において資金不足を生じる会計のみ計上）            （単位：％） 

会 計 名 H21 H20 早期健全化基準 

 石原土地区画整理事業特別会計 12.3 17.7 20.0 

 福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 - 4.0 20.0 

 福知山駅南土地区画整理事業特別会計 - 19.4 20.0 
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<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したもの。

この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていることを示す。 

一般会計等の実質赤字 
実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共

団体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

 

○実質公債費比率 

借入金（市債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危険度

を示したもの。市債償還は原則削減したり先送りできないため、この比率が高くなるほど財

政の弾力性が低下していることを意味している。 

（元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計への公債費償還相当繰出金、加入団体への借入金償還財源負担金、債

務負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や、将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残

高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高いと

将来の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額） 
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○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して指

標化し、経営状況の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を

解消するのが難しくなるので、公営企業経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設費以外の企業債残高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設費以外の企業債残高）

－解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「財

政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字再建団体と

なり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が求められる。 
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  <会計区分のイメージ> 

 

一般会計 一
般
会
計
等 

一般会計等に属する

特別会計 
休日急患診療所費特別会計 

実
質
赤
字
比
率 

国民健康保険事業特別会計   

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

老人保健医療事業特別会計   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

国民健康保険診療所特別会計   

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会

計以外の特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計   

病院事業会計 

水道事業会計 
法適用 

企業 
ガス事業会計 

と畜場費特別会計 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

福知山駅南土地区画整理事業特別会計 

河守土地区画整理事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 企

業

会

計 

法非適用 

企業 

宅地造成事業特別会計 

資

金

不

足

比

率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     
一部事務組合 

京都府自治会館管理組合     

京都府後期高齢者医療広域連合     
広域連合 

京都地方税機構   

実

質

公

債

費

比

率 

地方公社 

第３セクター等（※） 
福知山市土地開発公社       

将

来

負

担

比

率 

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターに対する将来負担

比率への実質的な影響はなし。 



１　会計別決算の状況 （単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

40,439,263 39,332,759 318,334       788,170 △ 0.4

7,817,305 7,814,282 -                 3,023 4.8

44,026 47,900 -                 △ 3,874 △ 7.5

14,875 14,875 -                 -                    △ 8.3

1,327,244 1,324,525 708 2,011 △ 46.1

5,041,867 4,864,414 33,500 143,953 △ 16.0

61,997 48,109 -                 13,888 △ 50.6

29,254 29,254 -                 -                    9.9

143,508 77,398 64,770 1,340 △ 85.7

43,968 37,311 -                 6,657 △ 95.9

360,387 474,122 -                 △ 113,735 △ 53.8

1,013,934 987,581 -                 26,353 △ 2.8

240,527 2,354,829 -                 △ 2,114,302 △ 5.8

774,968 1,904,744 10,960 △ 1,140,736 △ 4.5

5,984,115 5,898,570 -                 85,545 4.8

29,387 22,942 -                 6,445 4.8

113,193 67,179 -                 46,014 △ 56.9

201 201 -                 -                    △ 2.0

1,617,244 1,599,189 -                 18,055 8.5

24,658,000 27,567,425 109,938       △ 3,019,363 △ 11.5

659,175 648,478 -                 10,697 △ 23.6

1,136,929 1,254,492 -                 △ 117,563 10.5

7,842,403 8,265,281 -                 △ 422,878 2.6

9,638,507 10,168,251 -                 △ 529,744 1.3

74,735,770 77,068,435 428,272       △ 2,760,937 △ 4.5総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

宅 地 造 成 事 業

駅周辺土地区画 整理 事業

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

老 人 保 健 医 療 事 業

駅 南 土 地 区 画 整 理 事 業

農 業 集 落 排 水 施 設 事 業

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

河 守 土 地 区 画 整 理 事 業

病 院 事 業

介 護 保 険
事 業

保 険 事 業
勘 定

介 護 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
事 業 勘 定

企 業 会 計 合 計

下夜久野地区財産区管理会

特 別 会 計 合 計

ガ ス 事 業

水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

資 料 編
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２　歳入決算の状況
（ 単位 ： 千円、％ ）

893,655

地 方 譲 与 税 474,695

利 子 割 交 付 金 34,687

8,330

17,957

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

1.5

△ 22.9

△ 43.3△ 887,368

0.4 △ 32,663寄 附 金 110,126

△ 118,694

市 税 11,478,878

財 産 収 入 344,854

使 用 料 及 び 手 数 料 1,078,598

5.1

30.6

5,011

△ 873,862

分 担 金 及 び 負 担 金 730,208 1.8 699,241

28.4 12,352,740

1.7 30,967

2.7 1,120,792

142,789

0.9 462,611

2.9 2,050,127

0.3

諸 収 入 343,917

1.3

0.9 339,843 0.8

1.1

578,175 1.4 585,091

0.1 50,569 0.1

1,162,759

15,827,515 39.1 17,753,234

△ 6,916

△ 1,925,719

1.2 505,938 1.3 △ 31,243

44.0

2.2 846,327 2.1 47,328

9,187 0.0 8,741

0.1

0.0

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

19,578 0.0 21,246

自 動 車 取 得 税 交 付 金 214,065 0.5 297,710

財    源    別

平 成 ２ ０ 年 度

収 入 済 額
構成
比率

区     分 平 成 ２ １ 年 度

収 入 済 額
構成
比率

地 方 特 例 交 付 金 177,917 0.4 148,852

金 額

0.7 △ 83,645

0.4 29,065

△ 1,668

446

△ 15,882

2.8 △ 42,194

国 庫 支 出 金 4,862,580

10,668,630 26.4

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 19,230 0.0 19,642

981,428

0.0 △ 412

9,687,202 24.0

5.3 209,372

△ 306,011

2,352,537 5.9 2,143,165

12.1 5,168,591 12.8

31.6市 債 4,858,700 12.1 3,691,500 1,167,2009.1

24,611,748 60.9 22,619,318 56.0 1,992,430

0.0 21,784

66,711

0.1 △ 3,827

0.0 8,051 0.0 279

40,439,263 100.0 40,372,552 100.0

伸率

△ 7.1

4.4

△ 3.8

△ 25.7

△ 1.2

△ 10.8

△ 6.2

19.5

△ 31.4

△ 17.6

3.5

5.6

8.8

0.2

比 較 増 減

10.1

△ 2.1

△ 5.9

9.8

5.1

△ 28.1

△ 7.9
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歳入決算の構成比

その他, 0.2
市債, 12.1

市税, 28.4

地方譲与税, 1.2

地方消費税交付金,
2.2

地方交付税, 26.4

国庫支出金, 12.1

分担金及び負担金,
1.8

使用料及び手数料,
2.7

府支出金, 5.9

財産収入, 0.9

繰入金, 2.9

繰越金, 1.3

諸収入, 0.9

自動車取得税交付金
等, 1.0

単位（％）

前年度歳入決算額との比較

3.4 5.8 4.6 1.6

36.9

5.9

20.521.4

51.7

11.27.0

96.9

5.68.5
5.1

123.5

11.6

23.5

48.6

106.7

1.3

48.6

3.43.510.87.3
4.88.9

4.8

114.8
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債
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億円 H20 Ｈ21
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３　主な一般財源の状況 （単位：千円、％）

平成２１年度 平成20年度 増減額 増減率

市 税 11,478,878 12,352,741 △ 873,863 △ 7.1

地 方 譲 与 税 474,695 505,938 △ 31,243 △ 6.2

利 子 割 交 付 金 34,687 50,569 △ 15,882 △ 31.4

配 当 割 交 付 金 17,957 21,784 △ 3,827 △ 17.6

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 8,330 8,051 279 3.5

地 方 消 費 税 交 付 金 893,655 846,327 47,328 5.6

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9,187 8,741 446 5.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 214,065 297,710 △ 83,645 △ 28.1

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

19,578 21,246 △ 1,668 △ 7.9

地 方 特 例 交 付 金 177,917 148,852 29,065 19.5

地 方 交 付 税 10,668,630 9,687,202 981,428 10.1

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 19,230 19,642 △ 412 △ 2.1

臨 時 財 政 対 策 債 1,300,300 837,800 462,500 55.2

25,317,109 24,806,603 510,506 2.1

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況

（１）決算状況 (単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決　算　額
(2)

4,640,583 47,929 4,688,512 5,337,468 49,948 5,387,416 △698,904 △ 13.0

3,484,725 44,448 3,529,173 3,569,168 44,467 3,613,635 △84,462 △ 2.3

1,155,858 3,481 1,159,339 1,768,300 5,481 1,773,781 △614,442 △ 34.6

5,709,880 68,845 5,778,725 5,816,181 103,503 5,919,684 △140,959 △ 2.4

5,676,731 68,845 5,745,576 5,782,731 103,503 5,886,234 △140,658 △ 2.4

33,149 - 33,149 33,450 - 33,450 △301 △ 0.9

177,246 3,450 180,696 173,311 3,857 177,168 3,528 2.0

558,136 - 558,136 590,589 - 590,589 △32,453 △ 5.5

7,811 - 7,811 7,937 - 7,937 △126 △ 1.6

260,850 4,148 264,998 263,549 6,397 269,946 △4,948 △ 1.8

11,354,506 124,372 11,478,878 12,189,035 163,705 12,352,740 △873,862 △ 7.1

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

98.3 18.4 93.9 98.4 24.3 94.6 △ 0.1 △ 5.9 △ 0.7

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

国有資産等所在市
町 村 交 納 付 金

増減平成21年度 平成20年度

伸 率
(%)

入 湯 税

都 市 計 画 税

た ば こ 税

平成20年度平成21年度

市 税 合 計

決 算
対 比

(1)－(2)

軽 自 動 車 税

款 項 目

市 民 税

個 人

法 人

－21－
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市税の構成比

入湯税, 0.1
都市計画税, 2.3

たばこ税, 4.9

軽自動車税, 1.6

固定資産税, 50.3
市民税（法人）,

10.1

市民税（個人）,
30.7

単位(％)

市税の推移

36.1

17.7

59.2

1.8

5.9

0.1
2.7

0.1
2.6

5.6

1.8

11.6

57.8

35.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

市民税（個人） 市民税（法人） 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税

億円
H20 H21



５　歳出決算の状況

（１）目的別 （単位：千円、％）

支出額
（Ａ）

構成比
支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 320,425 0.8 330,392 0.8 △9,967 △3.0

総 務 費 5,324,507 13.5 5,329,325 13.5 △4,818 △0.1

民 生 費 10,768,716 27.4 9,969,350 25.3 799,366 8.0

衛 生 費 4,468,102 11.4 4,683,606 11.9 △215,504 △4.6

労 働 費 120,994 0.3 29,400 0.1 91,594 311.5

農 林 水 産 業 費 1,769,075 4.5 1,709,634 4.3 59,441 3.5

商 工 費 1,008,009 2.6 1,769,455 4.5 △761,446 △43.0

土 木 費 4,337,194 11.0 4,994,878 12.7 △657,684 △13.2

消 防 費 2,322,639 5.9 1,218,464 3.1 1,104,175 90.6

教 育 費 2,805,131 7.1 3,081,368 7.8 △276,237 △9.0

災 害 復 旧 費 175,960 0.5                -              - 175,960 皆増

公 債 費 5,912,007 15.0 6,349,720 16.1 △437,713 △6.9

諸 支 出 金                   -              - 9,400 0.0 △9,400 △100.0

目的別合計 39,332,759 100.0 39,474,992 100.0 △142,233 △0.4

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額
（Ａ）

構成比
支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 7,027,368 17.9 7,268,617 18.4 △241,249 △3.3

物 件 費 4,117,274 10.5 3,933,202 10.0 184,072 4.7

維 持 補 修 費 288,076 0.7 276,937 0.7 11,139 4.0

扶 助 費 5,988,578 15.2 5,651,463 14.3 337,115 6.0

公 債 費 5,869,329 14.9 6,310,548 16.0 △441,219 △7.0

補 助 費 等 3,371,662 8.6 3,499,318 8.9 △127,656 △3.6

積 立 金 548,190 1.4 700,224 1.8 △152,034 △21.7

貸 付 金 ・ 出 資 金 26,880 0.1 34,760 0.1 △7,880 △22.7

繰 出 金 5,166,296 13.1 5,341,704 13.5 △175,408 △3.3

投 資 的 経 費 6,929,106 17.6 6,458,219 16.4 470,887 7.3

性質別合計 39,332,759 100.0 39,474,992 100.0 △142,233 △0.4

目的別
平成２１年度 平成２０年度 増減

性質別

平成２１年度 平成２０年度 増減
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歳出決算の構成比（目的別）

災害復旧費, 0.5

公債費 15.0

議会費 0.8
総務費 13.5

民生費 27.4

衛生費 11.4農林業費 4.5 労働費 0.3

商工費 2.6

土木費 11.0

消防費 5.9

教育費 7.1

単位（％）

前年度歳出決算額との比較（目的別）

17.7

0.1

107.7
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53.3
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歳出決算の構成比（性質別）

人件費, 17.9

扶助費, 15.2

公債費, 14.9

物件費, 10.5維持補修等, 0.7

補助費等, 8.6

繰出金, 13.1

貸付金・出資金
0.1

積立金, 1.4

投資的経費, 17.6

単位（％）

前年度歳出決算額との比較（性質別）

2.8

7

0.3

33.7
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（１）実質赤字比率 （単位：千円）

２１年度 ２０年度 増減

788,170 638,769 149,401

0 0 0

788,170 638,769 149,401

3.35% ⇒ － 2.78% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率

２１年度 ２０年度 増減

3,023 314,343 △ 311,320

△ 3,874 △ 5,604 1,730

6,657 △ 22,920 29,577

85,545 94,887 △ 9,342

6,445 4,530 1,915

18,055 16,700 1,355

２１年度 ２０年度 増減

637,329 739,689 △ 102,360

874,735 912,248 △ 37,513

1,530,146 903,147 626,999

0 0 0

2,011 0 2,011

144,398 159,992 △ 15,594

253,397 327,143 △ 73,746

1,340 1,139 201

8,778 △ 91,832 100,610

26,353 0 26,353

△ 260,753 △ 404,924 144,171

90,954 △ 55,177 146,131

65,192 66,608 △ 1,416

3,489,731 2,959,969 529,762

4,277,901 3,598,738 679,163

23,557,286 22,989,969 567,317

18.15% ⇒ － 15.65% ⇒ － -

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

一
般
会
計
等

実質赤字比率

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

会　計　名

企
業
会
計

宅地造成事業特別会計

企 業

法非適用

国民健康保険診療所特別会計

簡易水道事業特別会計

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

福知山駅南土地区画整理事業特別会計

石原土地区画整理事業特別会計

①　＋　②　＝　③

　③÷④
　　　正数は　”　-　”連結実質赤字比率

河守土地区画整理事業特別会計

一般会計以外の
特別会計のうち
公営企業に係る
特 別 会 計 以 外
の 特 別 会 計

老人保健医療事業特別会計

ガス事業会計

と畜場費特別会計

法 適 用

一般会計

休日急患診療所費特別会計

計　①

病院事業会計

下水道事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

農業集落排水施設事業特別会計

実質収支額

実質収支額

資金不足・剰余額

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

後期高齢者医療事業特別会計

企 業

水道事業会計
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

２１年度 ２０年度 増減

① 5,601,325 5,797,569 △ 196,244

② 1,989,687 2,033,927 △ 44,240

1,943,063 1,987,412 △ 44,349

20,373 27,531 △ 7,158

26,177 18,744 7,433

74 240 △ 166

③ 284,460 248,220 36,240

4,831,057 4,754,140 76,917

⑤ 23,557,286 22,989,969 567,317

13.2194 15.5142 △ 2.2948

14.9 16.1 △ 1.2

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

２１年度 ２０年度 増減

48,866,979 49,081,214 △ 214,235

8,209,264 8,122,895 86,369

28,342,738 29,249,333 △ 906,595

276,543 453,377 △ 176,834

7,769,605 8,079,766 △ 310,161

① 93,465,129 94,986,585 △ 1,521,456

5,952,246 6,519,306 △ 567,060

3,637,236 3,571,721 65,515

2,902,094 2,773,413 128,681

51,027,108 50,974,530 52,578

② 60,616,590 61,065,557 △ 448,967

③ 23,557,286 22,989,969 567,317

4,831,057 4,754,140 76,917

175.4 186.0 △ 10.6

・債務負担行為に基づく支出予定額は福知山市土地開発公社に対しての予定額である。
・組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。

（５）資金不足比率 （単位：％）

２１年度 ２０年度 増減

- 19.4 △ 19.4

12.3 17.7 △ 5.4

- 4.0 △ 4.0

・資金不足比率発生会計のみ表示
-27－

充当可能基金

特定財源見込額

うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

資
金
不
足
比
率

石原土地区画整理事業特別会計

福知山駅南土地区画整理事業特別会計

特定財源

一時借入金利子

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

将来負担比率 （①-②）÷（③-④）

充
当
可
能
財
源

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

内
訳

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

準元利償還金

元利償還金 （繰上償還除く）

標準財政規模

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

公営企業債の償還に充てたと認められるもの実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

退職手当負担見込額

　　計

　　計
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